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第１章 上下水道ビジョンとは

川崎市上下水道局では、これまで本市の水道事業、工業用水道事業及び下水道事業（以下「上下水道事業」という。）が進むべき道を明らかにするた

め、平成29（2017）年度から令和7（2025）年度を対象期間とする「川崎市上下水道ビジョン（以下「上下水道ビジョン」という。）」及び、その実現に

向けた実施計画である「川崎市上下水道事業中期計画」を策定し、これに基づき着実に事業を推進してきました。

平成２９年度からの上下水道ビジョンは策定から約10年が経過し、経年による上下水道施設の老朽化の進行や物価高騰による事業費の増加、今

後見込まれる人口減少局面への転換、技術職員の採用難に伴う人材不足など、事業を取り巻く環境はさらに厳しくなっていくことが想定されます。

こうした状況においても、上下水道局は、ライフライン事業者として、市民や事業者が安心して暮らし、事業活動を行えるようにする責務があること

から、将来にわたり本市上下水道事業を安定的・持続的につないでいくため、新たに令和８（2026）年度からの事業の方向性を示す「川崎市上下水

道ビジョン」を策定するものです。

１ 策定趣旨

3 計画期間

計画期間は、市全体の計画である「川崎市総合計画」と整合を図り、令和８（2026）年度から令和19（2037）年度までの12年間とします。

上下水道ビジョンR8(2026)～R19(2037)

中期計画R8(2026)～R11(2029)

川崎市総合計画

R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19R9R8

中期計画R12(2030)～R15(2033) 中期計画R16(2034)～R19(2037)

２ 位置付け

上下水道ビジョン（2026-2037）は、30年から50年程度先の

将来を見据えて「基本理念」と「目指す将来像」を設定し、それを実現

するために「12年間の方向性」を示すものであり、市全体の計画で

ある「川崎市総合計画」と連携するほか、総務省から公営企業に対し

て策定が要請されている「経営戦略」等に位置付けます。

【総務省】
経営戦略の策定要請

川崎市総合計画 川崎市上下水道ビジョン

川崎市上下水道事業
中期計画

経営戦略
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1 水道事業

本市の水道事業は、多摩川下流域に位置し、農業用水として開削された稲毛・川崎二ヶ領用水を飲用としていましたが、積極的な工場誘致の推進により

水道布設計画が進み、大正10（1921）年に多摩川から取水した水を、戸手浄水場で処理し、給水を開始しました。その後、本市の市域拡大による人口増加

と工場増設による使用水量の伸びに対応するため、昭和13（1938）年に宮内より上流の稲田水源地を整備し、生田浄水場が完成しました。産業活動の進

展などにより、さらに水需要が増大し、多摩川水系に加え、相模川水系を水源とする数次の拡張事業を行い、昭和29（1954）年に長沢浄水場、昭和45

（1970）年には潮見台浄水場が完成しました。また、引き続く高度経済成長と人口増加による更なる水需要の増大に対応するため、昭和44（1969）年に

神奈川県内広域水道企業団の設立に参加し、酒匂川水系の水源を確保、更に宮ケ瀬ダムの完成などにより、平成18（2006）年には、1日98万9,900㎥

の給水能力を保有するに至りました。その後は、大口使用における産業構造の変化や家事用等における節水機器の普及などにより、水需要は横ばいで推

移し、給水能力と配水量が乖離していた背景を踏まえ、浄水場の統廃合などの取組を進め、平成24（2012）年に潮見台浄水場を廃止、平成28（2016）

年には新しい長沢浄水場が完成し、生田浄水場を廃止することにより、給水能力を1日75万8,200㎥へ縮小しました。

このように事業を取り巻く環境の変化に柔軟に対応しながら、令和3（2021）年7月には給水開始100周年を迎えることができました。これまで築き上

げてきた川崎の水道を次世代へ確実に引き継いでいくため、ハード・ソフトの両面から防災・減災対策を進めるなど、安心して使用することができる水道

水を安定的に供給できるよう、様々な取組を進めています。

戸手浄水場（大正10年当時）

長沢浄水場（昭和29年当時）

水需要と給水能力の推移
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第2章 上下水道のあゆみ
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神奈川県、横浜市、横須賀市及び川崎市は、昭和50年代の増大する水需要に対処するた

め、新たな水源として酒匂川を開発することとしました。水道用水の広域的有効利用を図り、

重複投資を避け、施設の効率的配置と管理並びに国の補助金の導入を図ることを目的とし

て、昭和44（1969）年に神奈川県内広域水道企業団を設立しました。その後、国が建設した

相模川水系宮ヶ瀬ダムを水源に追加し、酒匂川水系と相模川水系の水源と施設を一体運用

することで安定的な水道用水の供給が可能となっています。

企業団では、施設の老朽化対策や耐震化のほか、浸水・停電等への災害対策に取り組むな

ど施設の強靭化を推進しており、また、常に安全でかつ清浄な水道用水を供給するため適正

な水質管理を実施しています。

本市の水道事業は、再構築事業により市内3か所の浄水場を長沢浄水場へ集約しており、

企業団からの受水は本市の配っている水道水の約半分を占めています。

今後も、企業団と良質で安全な水を安定的に供給していきます。
企業団は、良質で安全な水道水を作り、構成団体（神奈川県、横浜市、横

須賀市、川崎市）に卸売りする水道用水供給事業を運営しています。

神奈川県内広域水道企業団（企業団）とは

再構築計画による浄水場統廃合川崎市水道事業の再構築計画（平成18年から平成2８年）について

コラム

給水能力と配水量のかい離、施設の耐震化と老朽化といった複数の課題を解決

するため、全国の水道事業体に先駆け浄水場の統廃合及びダウンサイジングによる

更新を目的とした「川崎市水道事業の再構築計画」を平成18（2006）年8月に策定

しました。

この結果、計画給水能

力は、自己浄水場である

長沢浄水場の１日25万

2,600㎥に、企業団受

水量の１日50万5,600

㎥を加えた、１日75万

8,200㎥となりました。
再構築実施後の長沢浄水場
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本市の工業用水道事業は、昭和10（1935）年頃の本市には100を超える工場等があり、製造業などで使用するための工業用水の需要が増大したこと

から、木月・北加瀬・鹿島田地区にさく井群及び平間浄水場を設置し、昭和12（1937）年に全国初の公営工業用水道事業として給水を開始しました。その

後、産業経済の進展などによる水需要の増大に対処するため、数次の拡張事業を行い、昭和29（1954）年に相模川水系を水源とする長沢浄水場が完成

し、昭和39（1964）年には稲田取水所で取水した多摩川表流水と菅地区の地下水を水源とする生田浄水場を増設、さらに、昭和40（1965）年には長沢

浄水場及び平間浄水場の増設を行いました。しかしながら、昭和48（1973）年の石油危機以後、産業構造の変化、省資源対策としての回収水の再利用推

進などの影響から、水需要は大きく減少し、その後は横ばいの状況が続きました。

こうした動向を背景に、平成18（2006）年に「川崎市工業用水道事業の再構築計画」を策定し、平成22（2010）年4月に給水能力を1日56万㎥から

52万㎥へと削減しました。また、生田浄水場、平間配水所などの重要施設の更新や調整池の整備、老朽化した施設及び管路の更新・耐震化を進め、安定

供給に努めるとともに、災害時にも強い工業用水道システムの構築を図っていましたが、鉄鋼など臨海部を支えてきた基幹産業の国内需要の減少により、

更なる水需要の減少が生じたことなどから、最適な施設規模等に向けて事業を進めています。

平間浄水場（昭和１２年当時）

平間ポンプ設備（昭和１２年当時）
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2 工業用水道事業
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3 下水道事業

本市の下水道事業は、大正15（1926）年に計画調査に着手し、昭和6 （1931）年から川崎駅を中心とした旧市街地の浸水対策として始まりました。そ

の後、高度経済成長の初期である昭和30年代になると、飛躍的な産業規模の拡大とともに、宅地開発等により人口も増加し、生活環境の悪化や公共用水

域の水質汚濁などが社会問題となったことを背景に、昭和33 （1958）年には「生活環境の改善」と「浸水防除」の2つを柱とした下水道法が制定されまし

た。これを契機に昭和36 （1961）年には、神奈川県下初の本格的な下水処理場となる入江崎水処理センターでの下水処理が始まり、昭和40年代後半か

ら加瀬、等々力、麻生水処理センターを順次稼働させ、下水道の普及促進を積極的に推進してきました。

昭和４５ （1970）年には、川や海の汚染が著しくなったことを踏まえ、下水道法が改正され、「公共用水域の水質保全」が目的に加わりました。本市にお

いても、合流式下水道における雨天時放流水の水質を改善するための貯留施設の整備、東京湾の水質改善のための水処理センターの高度処理化など、下

水道による川や海の水質改善に取り組んできました。

現在の下水道には、時代とともに多様化する様々な課題の解決に向けた役割が求められており、災害発生時における確実な汚水処理・雨水排除、下水

道資源の有効利用、地球温暖化対策などの取組に加え、臨海部の大規模土地利用転換へも柔軟に対応していく必要があります。
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下水道処理人口普及率：99.6％(令和7年3月末)

昭和初期の下水管きょの整備

建設当時の入江崎水処理センター

下水道処理人口普及率と河川水質の推移

5



1 資産の状況

（１）水道・工業用水道の施設・管路の状況

水道の施設については、浄水施設の更新・耐震化は平成２８（2016）年３月に、配水池・配水塔についても令和６（2024）年度に耐震化を完了し、工業

用水道の施設についても、平成30（2018）年度に浄水施設の耐震化を完了しましたが、一部の施設は整備完了後、相当の年数が経過し老朽化が進行し

ていることから、長寿命化に向けた調査・検討が必要となっています。また、水道・工業用水道の管路については、耐震化率は高いものの、法定耐用年数

４０年を超過している管路が存在しています。特に市民生活や社会活動に大きな影響を与える基幹管路（導水管、送水管、給水管の分岐の無い口径

400mm以上の配水管）で法定耐用年数の超過がみられ、漏水等による断水リスクが高まっていることから、対策が必要となっています。

施設や基幹管路の更新や維持管理には多くの費用や労力が必要となることから、近年の経済・社会状況の変化や人件費・物価の高騰などを考慮したア

セットマネジメントにより、計画的な更新や長寿命化などを行うとともに、DX（デジタルトランスフォーメーション）技術などを活用した効果的な維持管理

に取り組む必要があります。

配水管（350㎜以下）

基幹管路（400㎜以上）

工業用水道管路の年度別布設延長（令和5（２０２3）年度末）

水道管路の年度別布設延長（令和5（２０２3）年度末）（㎞）

（㎞）

法定耐用年数を超過する管路

（708㎞）

標準耐用年数を超過する管路

（89 ㎞ ） 配水管（350㎜以下）

基幹管路（400㎜以上）

第３章 事業を取り巻く環境と課題

水道施設 整備年度

長沢浄水施設 平成２7年

長沢配水池
１号池 平成２４年

２号池 平成２４年

生田配水池
１号池 平成２6年

２号池 平成２7年

鷺沼配水池（1・２号池） 昭和４2年

黒川配水池
１号池 昭和52年

２号池 平成２9年

潮見台配水池（1・２号池） 昭和45年

末吉配水池
１号池 平成２9年

２号池 平成31年

黒川高区配水池（1～3号池） 昭和59年

高石配水塔
１号塔 昭和39年

２号塔 昭和63年

百合丘配水塔 昭和44年

細山配水塔 昭和55年

千代ケ丘配水塔
１号塔 令和8年(予定)

２号塔 令和6年

宮崎配水塔（1・２号塔） 平成30年

工業用水道施設 整備年度

長沢浄水施設 昭和２９年

生田浄水施設 平成２２年

長沢調整池（1・２号池） 昭和31年

生田調整池（1・２号池） 平成22年

平間調整池（1・２号池） 平成28年

長寿命化工事完了後の配水塔内部
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水道・工業用水道のアセットマネジメント

コラム

水道及び工業用水道の施設・管路については、計画的に更新を進めていますが、それでもなお、拡張期に整備した施設・管路も存在しています。これら施

設・管路の更新を計画的に行わなかった場合、老朽化が進行し、運転管理や点検調査、事故や故障対応に要する費用の増加や更新費用の集中などにより、

財政状況の悪化を招きます。

財政状況の悪化を防ぎ水道事業及び工業用水道事業を持続可能なものとするためには、中長期的な視点に立って、技術的な知見に基づいた施設整備・

更新需要の見通しについて検討し、着実な更新投資を行う必要があり、これを実践する活動が水道・工業用水道事業のアセットマネジメント（資産管理）です。

本市のアセットマネジメントは、国土交通省の「水道事業におけるアセットマネジメント(資産管理)に関する手引き」と、経済産業省の「工業用水道施設 更

新・耐震・アセットマネジメント指針」に基づいたものとなっています。施設の管理運営にあたっては、アセットマネジメントに基づき、効率的な運転管理や点

検調査による適切な修繕を実施するとともに、蓄積した点検結果や修繕記録等を活用し、施設のライフサイクルを考慮した効率的・効果的な更新を行いま

す。それにより、施設の維持管理及び更新に係る費用の縮減と更新費用の平準化を図っていきます。

水道・工業用水道事業のアセットマネジメント
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（２）下水道の管きょ・施設の状況

下水管きょについては、昭和５０年代から平成初期に集中的に整備を進めてきており、今後、標準耐用年数50年を迎える下水管きょ（以下、老朽管きょ

という。）が急増します。令和６年（2024）度末における本市の老朽管きょは、総延長約3,167㎞のうち約11％であり、布設時期の古い入江崎処理区及

び加瀬処理区の一部に集中しています。今後は他の処理区の老朽管きょが急激に増加し、10年後(2034年)の老朽管きょの割合は約32％

となる見込みです。水処理センター・ポンプ場については、整備を始めてから既に９０年以上が経過しており、建物や設備の老朽化が課題となっています。

令和６（2024）年度末時点で標準耐用年数50年を経過している施設のあるポンプ場は19施設中、11施設となります（再構築実施中を除く）。

老朽化が進行すると、道路陥没や設備故障による下水道機能の停止リスクがあるため、下水道の管きょ・施設については、点検・調査を通して状況を的

確に把握し、維持管理情報及び施設管理情報を起点とした、中長期的なリスクとコストのバランスを踏まえた老朽化対策を推進するとともに、アセットマ

ネジメントにより計画的に適切な下水道施設の更新を実施し、下水道機能の確保を持続していく必要があります。

赤字：標準耐用年数50年経過

ポンプ場施設名 供用開始 ポンプ場施設名 供用開始

六郷ポンプ場
※再構築中

昭和10年
加瀬ポンプ場 昭和36年

丸子ポンプ場 昭和37年

渡田ポンプ場
※再構築中

昭和18年
登戸ポンプ場 昭和39年

戸手ポンプ場 昭和42年

京町ポンプ場 昭和27年 天王森ポンプ場 昭和48年

古市場ポンプ場 昭和28年 等々力ポンプ場 昭和48年

観音川ポンプ場 昭和28年 渋川ポンプ場 昭和50年

大師河原ポンプ場
※再構築中

昭和30年
江川ポンプ場 昭和63年

久末ポンプ場 平成3年

小向ポンプ場 昭和31年 蟹ヶ谷ポンプ場 平成3年

大島ポンプ場 昭和36年 踊場ポンプ場 平成3年

水処理センター名 供用開始 汚泥処理施設名 供用開始

入江崎
東系：昭和36年
西系：平成31年

入江崎総合
スラッジ
センター

１系：平成7年
（焼却炉更新中）

２系：平成7年
３系：平成7年
４系：平成7年

加瀬
北系：昭和48年
南系：平成元年

等々力 昭和57年

麻生 平成元年
老朽化した水処理センターの設備更新

更新

下水管きょの年度別管理延長（令和６（2024）年度末）
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下水道のアセットマネジメント

コラム

下水道の施設・管路については、計画的に老朽化対策を進めていますが、限られた予算と人員の中、増え続ける施設の老朽化への対策に加え、浸水対策、地震対

策、地球温暖化対策等の各事業も計画的に推進しながら、適正な維持管理を実施し、質の高いサービスを継続的に提供する必要があります。

そのためには、膨大な下水道施設の状況を客観的に評価し、中長期的な施設の状況や財政収支を見通しながら、リスクとコストのバランスを踏まえた計画的な施

設や資金のマネジメントを行うことに加え、技術力の継承など人材のマネジメントも一体的に行う必要があります。これを実践する活動であるが、下水道のアセット

マネジメントです。

下水道におけるアセットマネジメントは、令和２（２０２０）年度に本格導入し、下水道施設の膨大な維持管理情報などを蓄積・管理・分析するアセットマネジメント

情報システムを活用した「リスクマネジメントに基づく計画立案」⇒「計画の実施」⇒「パフォーマンス評価」⇒「計画の見直し」のＰＤＣＡサイクルを回すことで実施して

います。今後もアセットマネジメント手法を活用し、持続可能な下水道サービスを提供します。

異常発熱を検知
新しい技術を取り入れた適切な維持管理を実施

赤外線サーモグラフィ

現状のままでは
健全度の悪い管きょが増加

潜在的リスクの見える化
〜将来の下水管路の健全度推移予測〜

リスクを踏まえた
改築に必要な事業費を

シミュレーションにより予測
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＜グラフ・画像等＞
・50mm/ｈ以上の年間発生件数

＜イラスト＞

（１）大雨・台風

大雨の増加や勢力の強い台風の襲来、これまでにない河川水位の上昇が発生するなど、気候変動による影響が顕在化している中で、さらに将来の降

雨量の増加や東京湾等の海面の水位上昇などが考えられ、今後の大雨などによる浸水リスクがより増大していきます。

本市では、水害に強いまちづくりに向け、浸水リスクの高い地区における下水道施設の整備水準をグレードアップする整備や排水樋管ゲートの電動化

などのハード対策と、内水ハザードマップや浸水実績図の公表による水災害リスク情報の発信などのソフト対策を進めてきました。

今後の気候変動による影響やこれまでの水災害の教訓を踏まえ、将来起こりうる水災害について、気象情報の把握や河川・下水管きょの水位予測技術

の導入、雨水排水施設の自動化などの公助のみならず、市民の自助・共助につながる水災害リスク情報の発信の強化や、将来の社会環境の変化に適応し

た持続可能な維持管理体制の構築など、幅広い視点で総合的な浸水対策を実施していく必要があります。

また、河川氾濫等の災害時の浸水においても上下水道機能を維持するため、引き続き、上下水道施設・設備への耐水化などを実施する必要があります。

降雨予測、浸水予測
グリーンインフラ
施設運転自動化の絵も追加

2 自然災害の脅威
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（２）大規模地震

日本は、世界的に見ても地震による危険度が高く、平成23（2011）年の東日本大震災、平成28（2016）年の熊本地震、平成30（2018）年の北海道

胆振東部地震、令和6（2024）年の能登半島地震など、頻繁に大規模地震に見舞われ、上下水道施設の被害が発生しています。

また、今後30年間に約70％の確率で発生すると想定されるM7クラスの首都直下型地震では、本市にも甚大な被害が及ぶことが懸念されています。

こうした大規模地震の際にも安定した上下水道機能を確保するため、消防署・警察署等の重要施設への水道管路の耐震化や施設間及び配水区域間の

ネットワーク化を図るとともに、避難所、医療機関、緊急輸送路などの重要な下水管きょ、施設の耐震化などのハード対策を引き続き推進する必要があ

ります。

さらに、被災した際の迅速な応急給水や上下水道機能の早期復旧を図るためには、職員の災害対応能力の向上が不可欠であることから他都市、関連

団体や地域住民との連携を強化し、情報の発信・共有、相互協力体制の実効性を高めるなどのソフト対策を推進する必要があります。

能登半島地震応急給水支援（派遣隊撮影）

能登半島地震下水調査支援（派遣隊撮影）

主な海溝型地震の評価結果（２０２５年７月現在）

出展：地震調査研究推進本部のデータを抜粋

能登半島地震応急給水支援（派遣隊撮影）
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3 環境保全

（１）脱炭素社会の実現

日本の気温は、温室効果ガスの影響により地球温暖化が進み、10年間で概ね0.14℃の割合で上昇し続けており、加えて、猛暑日や豪雨などの異常気象

が増加する気候変動が懸念される状況にあります。この気候変動の脅威に対し、世界的な対応強化を目的として締約されたパリ協定(2015年12月採

択)の枠組みの下、日本は令和2(2020)年10月に、2050年までに温室効果ガスの排出を全体として実質ゼロ※1にする「カーボンニュートラル」を目指

すことを宣言しました。

水道事業及び工業用水道事業は、浄水処理工程の運転、配水池や配水塔のポンプ設備など、施設の運転に多くの電力を消費しており、多くの温室効果

ガスを排出しています。また、下水道事業は、下水処理工程において、ポンプ設備、送風設備など、施設の運転に多くの電力を消費していることに加え、汚

泥の焼却時には、二酸化炭素（CO2）と比べて温室効果の高い一酸化二窒素（N2O）を排出しており、こちらも多くの温室効果ガスを排出しています。

川崎市地球温暖化対策推進基本計画※2では、2030年度までに、市役所全体における温室効果ガス排出量を2013年度比で50％以上削減することを

目標としており、上下水道局においては、同年度までに、局内で使用する全ての電力を再生可能エネルギーに由来する電力とすることで、温室効果ガスの

削減を進めていく必要があります。

出典：川崎市地球温暖化対策推進基本計画を加工

市域のCO2排出量の将来イメージ

細線（黒） 各年の平均気温の基準値からの偏差
太線（青） 偏差の 5 年移動平均値
直線（赤） 長期変化傾向

基準値は 1981、2010 年の 30 年平均

日本の年平均基本偏差

出典：気象庁ホームページ

1990年 2013年

CO2等

約 2,800万t

約 2,250万t

約 1,203万t

2050年排出実質
ゼロを目指す

約 2,400万t

2018年 2030年 2040年 2050年

取組加速

2013年度比▲50%削減

（1990年度比▲57%削減）

※１ 二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量から、森林などによる吸収量を差し引いてゼロを達成することを意味します(環境省HPより)。

※２ 川崎市における、脱炭素社会の実現に向けた施策を一層強化するための基本計画。
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＜イラスト＞ ＜イラスト＞

消す

廃熱発電設備の写真・焼却灰のセメントのイメージ（写真・絵）等の追加

工事に伴う建設副産物の再資源化のイメージ（写真・絵）等の追加

（２）資源の循環

近年、気候変動や天然資源（化石燃料やりん等）の枯渇などの様々な環境問題を解決するために、リニアエコノミーからサーキュラーエコノミーへの移行

を推進することにより、従来の3Rの取組に加え、限りある資源の効率的な利用等で廃棄物の発生抑止を目指す、資源循環の取組が進んでいます。

上下水道事業では、熱、汚泥、水など、多くの利用可能な資源・エネルギーを有していることから、水の流れる力や下水汚泥の焼却熱を活用し発電する

創エネルギー、浄水発生土や下水汚泥焼却灰の有効活用、下水処理水を近隣事業者へ供給する取組などを進めてきました。

なかでも資源の宝庫である下水道では、より一層の資源循環の促進のため、下水汚泥や処理水に含まれる窒素・りんを肥料などとして活用する取組を

はじめ、汚泥から得られるバイオガスの有効活用、バイオガスや処理水から水素を取り出す取組など、これまで有効活用が技術的・経済的に困難であった

資源についても資源循環が求められているため、本市の上下水道事業の特徴を踏まえた活用方策を検討する必要があります。
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出典：東京湾水質調査報告書(令和5年度)2023(東京湾岸自治体環境保全会議)令和7年3月のデータを加工

相模湖（相模湖大橋）における全窒素・全りんの年間平均値の経年変化
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千葉県 東京都 神奈川県

（3）水環境

水道及び工業用水道の水源である相模川上流域では、近年、気候変動に伴って雨の降り方が極端化しており、少雨の年と多雨の年の年変動が大きく

なる傾向が認められています。大雨が降ると濁水や流木等の漂着によって水質が悪化し、少雨が続くと渇水による取水制限のほか水温の上昇等の要因

で水質悪化のリスクも高まります。また、貯水池である相模湖及び津久井湖では、生活排水の流入や自然由来の影響により、”窒素”及び”りん”の濃度が

環境基準を大きく超過している慢性的な「富栄養化」の状態であり、植物プランクトンの増殖によるアオコの発生のほか、浄水場ではろ過池の閉塞や異臭

味などの浄水処理障害の原因となるため、暫定目標値の設定及び達成期間の見直しを行うことで段階的な水質改善を図っています。今後も限りある水

資源を有効に利用するとともに、水源水質の保全に取り組む必要があります。

また、下水道の普及により、川や海の水質改善は大幅に図られ、多摩川に”鮎”が遡上するほどまでに水環境が改善されてきていますが、閉鎖性水域で

ある東京湾では、“窒素”や”りん”を原因とした富栄養化が進み、依然として赤潮被害による生態影響等が発生しています。そのため、処理水を東京湾流

域に放流する下水処理場では、富栄養化の原因物質の除去を目的とした高度処理に取り組む必要があります。

植物プランクトンの増殖によるアオコの発生

出典：東京湾再生推進会議HP

多摩川を遡上する鮎（撮影・NPO法人 とどろき水辺）

赤潮確認件数の推移

台風による濁水・漂着物 東京湾の赤潮の発生状況
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出典：相模川・酒匂川水質概況（相模川・酒匂川水質協議会）のデータを加工
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4 世界の水と衛生

本市の水道普及率は９９.９９％、下水道処理人口普及率は９９.６％に達していますが、世界には安全な水や衛生設備を利用できない人がまだ数多く存

在します。

平成２７(2015)年９月、「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」が国連持続可能な開発サミットにおいて採択され、「持続可能な開発目標」(ＳＤ

Ｇs)が設定されました。上下水道分野においては、ＳＤＧsのＧＯＡＬ６として、「２０３０年までにすべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理

を確保する」という目標が掲げられました。しかし、新型コロナウィルス感染症などにより鈍化しており、令和４(2022)年以降から、この目標達成に向け

ては、前進のスピードを５～６倍に加速させる必要があります。

また、国際社会では、グローバルサウスと呼ばれる新興国・開発途上国の台頭が著しく、東南アジア等においても経済成長に伴う急速な環境変化が生

じており、DX（デジタルトランスフォーメーション）やGX（グリーントランスフォーメーション）といった世界が直面している社会変革とともに質の高いイ

ンフラ整備が求められています。

日本の上下水道は、世界的に高い水準にあるとともに、ＧＸ・ＤＸなどの社会変革を機と捉えた更なる進化も求められています。上下水道事業者は自ら

の事業エリアにとどまらず、積極的に世界に目を向けるとともに、日本の技術を活かした協働により新たな価値を創造し、日本へ還流するといった観点

も踏まえ、国際事業を展開していく必要があります。

出典:unicefのデータを加工

持続可能な開発目標(SDGs)の状況

安全な飲料水を継続的に
利用できる人々の割合

基礎的な衛生施設を継続的
に利用できる人々の割合

69
65

7773

6倍
5倍

人口(%) 人口(%)

(年)

(年)

100100

49
57

上下水道未普及地域の様子（左：ラオス、右：インドネシア）

目標６:安全な水とトイレを世界中に
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５ 人口減少への転換

日本の総人口について、令和５(2023)年の「日本の将来推計人口」(国立社会保障・人口問題研究所)では、令和２(2020)年の1億2,615万人を

出発点として以後長期の減少過程に入り、令和27(2045)年の1億880万人を経て、令和38(2056)年には1億人を割るものと推計されています。

令和2(2020)年国勢調査に基づき実施した本市の将来人口推計（令和7（2025）年5月）では、本市の人口は当面増加傾向を示すことが想定され、

令和17(2035)年頃に約159.3万人となりピークを迎えますが、以降は自然減が社会増を上回る形で人口減少に転じることが見込まれていること

から、水需要や料金収入の減少が想定されます。

また、少子高齢化の進行により、15～64歳の生産年齢人口は令和12（2030）年頃に約106.5万人となりピークを迎えると見込まれていることか

ら、今後職員の確保が難しくなっていくなど深刻な人手不足となることが想定されます。このような状況の中で、将来にわたり上下水道サービスを提

供していけるよう、施設整備や料金収入、人材確保など様々な側面から持続可能な事業のあり方を検討していく必要があります。
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103.7 106.2 106.5 104.0 98.4 94.5 91.7 90.1 88.3 84.9 82.5
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川崎市の将来人口推計（令和7年）
0～14歳 15～64歳 65歳以上（万人）

出典：川崎市総合計画のデータを加工
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川崎市人口

６ 水需要の減少

日本の水道事業の水需要は、人口変動や節水機器の普及等による家庭での一人当たりの使用水量の減少により、平成10（1998）年をピークに減少

しており、今後も減少傾向が続くものと見込まれています。

本市の水道事業の水需要は、昭和20年代から40年代にかけて急激に増加、平成2（1990）年には１日最大配水量のピーク（631,100m3/日）を記

録しました。それ以降は人口は増加しているものの、商業用水等の大口需要の減少などにより、１日最大配水量及び１日平均配水量は微減傾向で推移し

ており、今後もその傾向が続く見込みです。

また、下水道事業についても、下水道処理人口普及率が99.6％とほぼ概成していることから、下水処理場への汚水流入量は水道事業の水需要と連動

し、今後も微減傾向で推移する見込みです。

一方、工業用水道事業の水需要については、昭和48（1973）年の石油危機を起因とした企業の撤退や回収水の再利用などの影響で大きく減少しま

した。それ以降は横ばいの状況が続いていましたが、近年の臨海部における工場再編等により、さらに水需要が低下しました。

いずれの事業においても、今後の水需要等は横ばいまたは減少傾向で推移する見込みであることから、より効率的に事業を進めていく必要がありま

す。

水道事業 水需要推移及び将来予測 工業用水道事業 水需要推移及び将来予測
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◆年度によって採用試験が異なることがあるため、毎年度実施している夏試験を抜粋

出典：川崎市「試験・選考実施結果」のデータを加工

７ 人材確保の困難化

上下水道局では、これまで経営の効率化に向けて職員配置の見直しなど簡素で効果的な組織へと事業執行体制の見直しを行い、職員定数の削減を進

めてきており、令和７年度の職員定数は１，０３２人となっています。

令和１５（２０３３）年度から令和２４（２０４２）年度までの１０年間に、局全体のおよそ４０％を占める約４００人の職員が退職の時期を迎える中で、少子

高齢化の進行により、全国的に人口減少が進み、本市においても、令和１２（２０３０）年頃をピークに生産年齢人口の減少が見込まれています。現時点に

おいても、全国的に技術・専門職の採用難やインフラ整備、メンテナンス等の民間業者の人手不足が顕在化し、大きな課題となっており、本市においても、

職員採用試験の受験者数は減少傾向にあり、人手不足による影響を受けています。また、転職への意識変化に伴う定年以外での中途退職者の増加等、

人材の確保・定着に係る環境は複雑化、多様化しています。

本市においては、これまで以上に人材育成、技術継承や民間との連携等を効果的に実施するとともに、採用説明会やデジタルツールの活用などにより

職員の安定的な確保に向けて取り組み、上下水道事業を持続的に運営できる体制を築く必要があります。

また、人材の定着に向けて、職務への満足度を高めることや多様な人材の活躍を可能にする働きやすい環境整備の検討などを行い、職員のエンゲージ

メント※向上のための取組を推進する必要があります。

（人）

※職員の働きがい・意欲、組織に対する思い入れ・愛着
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８ 物価の高騰

令和2（2020）年の新型コロナウイルス感染症拡大の影響や、令和4（2022）年のウクライナ侵攻による情勢の悪化など、昨今の不安定な世界情勢に

伴い、エネルギー価格や資材価格などの物価は急激に高騰しています。

本市上下水道事業に与える影響としては、動力費や委託料、修繕費などの維持管理費用、老朽化した施設の更新や耐震化等に伴う建設工事費など、支

出が増加していることに加え、建設工事の財源となる企業債の調達においても、借入利率が大きく上昇しており、今後支払利息の増加がさらに経営を圧

迫することも懸念されます。また、これにより、施設の更新や耐震化など、本来実施すべき事業を限られた予算内で執行することが困難となり、計画どお

り取組が進まなくなる可能性があることも課題となっています。

このような厳しい経営環境においても、市民の方に安定した上下水道サービスを提供できるよう、安定した財政基盤を確保する必要があります。

出典：国土交通省「建設工事費デフレータ（Ｈ27（2015）年度基準」のデータを加工 出典：財務省「財政融資資金預託金利・貸付金利」のデータを加工（各年度3月時点）

◆条件「元金均等償還」「据置2年」
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川崎市の水道料金等収入の推移

（年度）

（税抜・億円）

下水道使用料

工業用水道料金

水道料金

●水道料金及び工業用水道料金
の減額改定

●新型コロナウイルス感染症
緊急事態宣言

◆平成22（2010）年度以降の水道料金には工業用水道事業の水源として供給する料金約27億円を除く。
◆平成22（2010）年4月1日から平成28（2016）年3月31日まで、特例措置として水道料金の月50円（税抜）の軽減を実施

９ 料金等収入の推移

水道料金及び下水道使用料収入については全国的な動向として、コロナ禍の巣ごもり需要による一時的な増加はあるものの、人口減少社会の到来や

産業構造の変化などにより横ばいまたは減少傾向にあります。

本市においては、給水人口及び水洗化人口が増加しているものの、月の使用水量が51㎥以上の大口使用者の需要の減少や小口使用者の節水意識の

向上などにより、水道料金収入及び下水道使用料収入は概ね横ばいで推移していますが、今後は、更なる大口使用者の需要の減少や、人口減少への転

換、単独世帯の占める割合の増加などにより、微減傾向となることが見込まれます。

加えて、物価高騰に伴う事業費の増加により、今後の経営状況は厳しくなる見通しであることから、安定した経営基盤を確保するため、料金制度等の

見直しを検討していく必要があります。

また、工業用水道料金は、今後の水需要を踏まえた契約水量の見直しと、それにより見込まれる料金収入の減少への対応として、令和７（2025）年４

月から料金改定を含む新たな料金制度を導入（一部は令和７（2025）年１月に導入）しました。
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１０ 社会のデジタル化の進展

近年、デジタル技術は急速に進展し、社会や産業に大きな影響を与えています。令和６（２０２４）年６月には「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が

閣議決定され、様々な分野でデータの利活用やクラウドサービス※１、AIやセンシング技術※２などの活用が広がり、新たなビジネスモデルの創出が進んで

います。

本市においても、「川崎市DX（デジタルトランスフォーメーション）推進プラン」を策定し、「デジタル技術とデータを活用して「誰でも、どこでも、便利に」

行政サービスを利用することができるデジタル市役所の実現」を目指し、取組を推進しています。

また、上下水道事業においても、今後、施設の老朽化、人口減少や節水型社会の進展に伴う料金等収入の減少が見込まれるとともに、生産年齢人口の

減少や職員の大量退職等による担い手不足が深刻化していくことから、限られた人員で将来にわたり安全で安心できる上下水道サービスを提供し続け

るために、業務の高度化・効率化をさらに進めることが必要不可欠です。 AIやセンシング技術などのデジタル技術とデータの活用は、それらを実現する

ためのツールの一つとして重要な役割を担っていることから、これらを積極的に活用することにより、これまで以上にお客さまの利便性向上や業務の高

度化・効率化を図るため、DXを推進していく必要があります。

※１ インターネットを通じてさまざまなサービスを提供する事業のことを指します。これには、ソフトウェア、ストレージ、サーバー、データベースなどが含まれます。クラウドサービスを利用することで、ユーザーは自社でハード
ウェアやソフトウェアを管理する必要がなく、必要な機能を手軽に利用できます。

※２ センサー （感知器）などを 使用して さまざまな 情報 を 計測 ・ 数値化 する 技術 の 総称

川崎市デジタルトランスフォーメーション（DX）推進プランのめざす姿
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出典：総務省「情報通信白書」のデータを加工
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（回答総数1,546に対する割合（％））

検針時にご家庭に配布する
「使用水量のお知らせ」

内水ハザードマップ

上下水道局の広報紙

上下水道局ホームページ

上下水道局【公式】Ｘ（旧Twitter）

YouTube（川崎市公式チャンネル）
もしくは川崎駅アゼリアビジョン

どれも見たことがない

無回答

１年以内に見たことがある
川崎市上下水道局が発信している情報

2.5

1.0

０ 20 ４0 ６0 80 100（％）

56.1

25.3

13.7

4.4

19.5

17.0

（回答総数1,546に対する割合（％））

知りたい
特に

知りたく
ない

無回答

水道施設・下水道施設の仕組み 56.9 39.1 4.1

水道料金・下水道使用料などの事業収入の使い道 70.1 26.3 3.7

水道事業・下水道事業の経営状況 58.0 37.7 4.3

環境対策 71.2 24.8 4.0

国際事業（官民連携による水ビジネスの実現に向けた活
動、開発途上国等の水環境改善に貢献する活動）

42.7 52.3 5.0

渇水状況（ダムの貯水量） 75.7 20.6 3.7

水道工事（断水、渇水）情報 83.5 13.3 3.2

給水管からの漏水時の対応 82.1 14.2 3.8

下水道の正しい使い方 73.5 22.4 4.1

下水管が詰まったときの対応 87.6 9.5 2.9

川崎市の水道・下水道に関して知りたい情報

11 お客さまの意識とサービス

本市上下水道局では、サービス向上に向け定期的に市民意識調査を実施しています。令和６年度の調査結果では、当局の事業について、概ね７割以上

の方に満足いただいています。しかし、広報に関して、当局の発信している情報の閲覧状況は、現在広報紙等の紙面によるものが多いことから、ウェブサ

イトやSNSの活用による情報発信力向上の余地があります。今後については、お客さまが求めている情報を的確に発信し満足度向上を図り、上下水道

事業に対するお客さまの理解を醸成していく必要があります。

また、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響から、非接触・非対面によるサービスのニーズが高まり、オンライン手続の拡大などデジタル化が急速に

進展しました。今後は、生産年齢人口の減少が見込まれる中、安定した上下水道サービスを持続的に提供できるよう、デジタル技術の活用を進展させる

とともにお客さまサービスのあり方を見直し、利便性の向上を図りながら事業を推進していく必要があります。

出典：令和６年度川崎市上下水道局市民意識調査

満足
している

ほぼ満足
している

あまり
満足して
いない

満足して
いない

無回答

水道水の安全性（水質管理の充実など） 34.7 55.1 5.6 1.4 3.2

安定した給水（適切な維持管理と老朽施設の更新） 45.7 46.4 3.6 0.8 3.5

震災時の飲み水確保
（施設の耐震化、応急給水拠点の整備など）

14.0 53.4 22.3 2.8 7.4

浸水対策（台風・集中豪雨対策） 13.5 53.0 23.0 3.6 6.9

震災時の下水道機能の確保（施設の耐震化など） 11.5 56.0 21.7 2.8 8.0

公衆衛生の向上（トイレの水洗化など） 22.2 52.8 16.8 2.9 5.4

安定した下水処理
（適切な維持管理と老朽施設の更新）

24.3 56.3 11.7 1.4 6.3

川や海の水の水質改善（下水処理水の水質の向上など） 16.3 56.6 17.7 2.7 6.7

資源・エネルギーの有効活用
（下水処理水、汚泥、熱等の利活用）

15.3 55.5 19.3 1.7 8.2

環境への配慮
（資源・エネルギーの有効活用など）

14.1 57.2 18.2 1.6 8.9

持続可能な経営基盤の確立
（官民連携、コスト削減の取組など）

11.7 54.1 22.4 2.8 9.0

国際事業（官民連携による水ビジネスの実現に向けた活
動、開発途上国等の水環境改善に貢献する活動）

11.1 55.9 21.5 2.1 9.4

広報・広聴活動 10.5 51.8 26.3 4.2 7.2

お客さまサービス 13.0 58.7 18.2 2.7 7.5

水
道

下
水
道

水
道
・
下
水
道
共
通

（回答総数1,546に対する割合（％））

川崎市の水道・下水道事業内容に対する満足度
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第４章 上下水道ビジョンの全体像

１ 施策体系

30年～50年程度先を見据えた「目指す将来像」

安全・安心 安全で安定した水の供給と適切な排水機能を確保し、市民の安心なくらしを守ります。

環 境 環境に配慮した事業を目指します。

持 続 質の高いサービスの提供と持続可能な経営基盤の確保を目指します。

安全で良質な水の安定供給

上下水道施設の適切な管理と更新

災害への備え

水環境や地球環境への配慮

国際事業の推進

く
ら
し
を
支
え
、
環
境
を
守
り
、
未
来
へ
つ
な
ぐ

基本
理念
基本
理念

強 靭 災害に対して強くしなやかな上下水道を目指します。

12年間
の方向性

12年間
の方向性

12年間
の方向性

12年間
の方向性

市民サービスの充実

持続可能な経営基盤の確保

中
期
計
画
の
施
策
・取
組
へ
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くらしを支え、環境を守り、未来へつなぐ

２ 基本理念

水は市民の生活や事業者の経済活動になくてはならない大切なものであり、全ての源です。
上下水道局は、将来にわたり市民や事業者が安心して暮らし、事業活動を行えるよう、健全な水循環を維持または回復、

創造しながら、いかなる時も水道事業、工業用水道事業及び下水道事業を継続的に実施し、ライフライン事業者として市民
の生活や事業者の経済活動を守ることを基本理念とします。
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３ 目指す将来像

① 安全・安心
安全で安定した水の供給と適切な排水機能を確保
し、市民の安心なくらしを守ります。

 安全な水道水と適正な工業用水を安定的に利用できてい
ます。

 適正に下水をきれいにすることで、安全に安心してくらせ
ています。

 適切な維持管理と効率的な更新により、上下水道施設が
正常に使える状態に保たれています。

 上下水道施設の機能維持により、水が漏れたりあふれた
りすることを防いでいます。

② 強靭
災害に対して強くしなやかな上下水道を目指します。

 災害が起きても、水を安心して使うことができています。
 大雨による被害を最小限に抑え、雨に負けないまちになっ

ています。
 災害時でも、下水を流す・きれいにする機能を確保し、安心

して下水道を利用できています。
 災害時でも、市民や関係機関と連携し、迅速な災害対応が

行えます。

③ 環境
環境に配慮した事業を目指します。

 きれいな水が川や海に戻され、親しみのある水辺や豊か
な海が守られています。

 カーボンニュートラルが実現し、快適なくらしが守られて
います。

 循環型のまちづくりが進められ、地球にやさしい環境に
なっています。

 世界の水環境改善にも寄与する技術・取組を展開できて
います。

④ 持続
質の高いサービスの提供と持続可能な経営基盤の
確保を目指します。

 お客さまとの信頼関係が構築され、上下水道事業の取組
に対して高い関心と理解が得られています。

 誰でも快適に上下水道サービスを利用することができて
います。

 人口減少に対応した公平で適正な料金徴収や資産の有効
活用などによる安定的な収入により、健全な財政運営が
なされています。

 時代の変化に対応した人材育成と、「人材、財産、情報」の
効果的な活用により、安定した事業運営がされています。

基本理念のもと、今後30年から50年程度先を見据えた上下水道事業の目指す将来像を、４つのキーワード「安全・安心、強靭、環境、持続」

とともに設定しました。また、それぞれの将来像について具体的にどのような状態になっているかを示しました。
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４ 12年間の方向性

安全で良質な水の
安定供給

【安全・安心】

上下水道施設の
適切な管理と更新

【安全・安心】

災害への備え
【強靭】

・安全で良質な水道水と適正な工業用水を安定的に供給できるよう、水源の保全や水源か

ら蛇口に至るまでの水質管理を継続し、お客さま所有の受水槽の適正管理や直結給水化を

促進します。

・水源を共にする県内水道事業者や企業団等と連携し、効率的な水運用を実施します。

・災害時でも機能を維持できるよう、上下水道施設の耐震化・耐水化や停電対策を進めま

す。

・大雨や台風に備え、浸水リスクの高い地域における雨水を排水する施設の整備を進める

とともに、気候変動による影響を踏まえた対策などに取り組みます。

・災害時に迅速な対応ができるよう、DXの推進や職員及び他の自治体を含めた定期的な

訓練・研修を実施し、市民の皆様に災害への備えや行動を分かりやすく発信します。

・持続可能な上下水道サービスを安定して提供できるよう、アセットマネジメント手法によ

り、適切な維持管理や更新を行います。

・上下水道施設の機能を持続させるため、DXなどの新技術の活用により、維持管理や更新

の効率化・高度化を図ります。

事業を取り巻く環境と課題を踏まえ、目指す将来像を達成するために各事業が向かうべき12年間の方向性を定めました。また、それぞれの方向

性が目指す将来像のどの内容に合致するかを、「安全・安心」、「強靭」、「環境」、「持続」のキーワードで示しています。

26



水環境や
地球環境への配慮

【環境】

国際事業の推進
【環境】

市民サービスの
充実

【持続】

持続可能な
経営基盤の確保

【持続】

・親しみのある水辺や豊かな海を守るため、下水の処理方法の工夫や適切な維持管理によ

り、良好な放流水質の確保に取り組みます。

・カーボンニュートラル実現に向け、省エネルギー・創エネルギーなどの取組を推進します。

・循環型のまちづくりの実現に向け、廃棄物の抑制・リサイクルや資源の有効利用を促進し、

更なる有効活用に取り組みます。

・世界の水環境改善への貢献のために、官民連携による海外水ビジネスや技術支援による

国際協力を推進します。

・お客さまが安心して上下水道を利用できるよう、お客さまの上下水道へのニーズを的確

に把握するとともに、わかりやすい情報発信により事業への理解を深め、信頼関係を築い

ていきます。

・お客さまが快適にサービスを利用できるよう、高い品質のサービス及び新たなサービス

を提供します。

・今後見込まれる人口減少による水需要の減少等に対応するため、料金制度等の見直しを

行うとともに、資産の有効活用や資金運用等により安定的な財源確保に取り組みます。

・将来の担い手不足への対応として、デジタル技術の活用等による事業運営の最適化や人

材の育成・確保を図ります。
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